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l n the early days of modern economic growtll，Australia

a m o n g advanced countriesin terms ofGDP per capita．By the

t h e USA had displaced Australia asthenationwith thehighest

the n ， A u s t r a l i a ’s ranking has dropped dramatically：in1997it

W a S Clearly at the top

t im e of the Great War，

a v e r a g e in c o m e ．S in c e

W a S Only17th．There

m a y be many reasonsfor thislong－term decline，but much ofitcan be attributed to

t h e slu m p in A u s t ra lia n m a n u fa c tu rin g d u e to in c r e a s e d p r o te c tio n fo r it、

I ro n ica lly ，p r O te C tio n for manufacturing does not contribute to promotingit．The

m a n u f a c t u r i n g sector’s share of the GDP and employment has declined after their

p e a k s in the1950s．In the1960s and1970s cost consciousness grew stronger，despite

m a n u f a c t u r e r s ’ d e m a n d for greater protection．The election of the Hawke Labour

g ov ern m en t in March1983broughttoaboilthelong－Simmeringdebate betweenfree－

t r a d e rs a n d p ro te c tio n ists ．

T h e H a w k e g o v e rn m e n t c h a n g e d fr o m p ro te c tiv e p o lic ie s to e c o n o m ic lib e ra lis m ．It

m a d e drastic reductionsin protection for the manufacturing sector．But Australian

i n d u s tr y did notlose outininternationalcompetition，due to theincreasein

e la b ora tely tran sfo rm e d m a n u factu res o r E T M ex p orts．

I n conclusion，the role of government should not be to protectindustries or

e n te r p r lS e S b u t toprepareinfrastructureforcompetition．Butincreased manufacturing

e x p o r ts can not correct animbalancein manufacturing trade．In fact，manufactured

i m p o r ts in c r e a s e d more rapidly than Australian exports．This may be attributed to

i n c r e a s e d im p o rts of capitalgoods，intermediate goods and parts which Australian

m a n u fa c tu r in g in d u s tr ie s la c k ． S o promoting these sectors and developing a strong

e x p o r tin g in d u s tr y re m a in ta sk s fo r th e A u s tr a lia n m a n u fa c tu rin g in d u s tr y ．
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Ⅰオーストラリア経済の国際的地位の長期的低落

近代的経済成長の開始期にオーストラリアは， 1人当たりG D P でみた場合，先進諸国中

断然 トップの豊かさを誇っていた． S．クズネッツの推計によれば， 1965 年価格のアメリカ

ドル表示で，1860年代のオーストラリアは760 ドルで世界最高水準にあったが，これは 2

位スイスの 529 ドルの 1．44倍であり， 3 位カナダの 508 ドル， 4 位アメリカの474 ドル，

5 位デンマークの370 ドルなどを大きく上回っていた（ちなみに，日本はわずか74 ドルに過ぎ

ず，オーストラリアの 10 分の 1 にも満たなかった）l）．

この豊かな経済状態に大きく責献したと思われる当時のオーストラリアの輸出は，その

8 0％ が金と羊毛であった． 1890 年から1913 年の間に， 金の輸出貢献度は20％ に低下した

1 ） Sim on K uznets，E co，号0〝‡宮c Cγり抄紙q′肋如乃ざご了bぬgO加砂〟Jα〝d伽 血cJわ乃5汁那Cf加作，M assa－

C husetts ：H arvard U niversity Press，1971，p．24（西川俊作・戸田 泰 訳『諸国民の経済成長一

総生産高および生産構造』ダイヤモンド社，昭和 52 年，27 ページ）。
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が，小麦，肉，その他の農産物が重要性を増した．1920年代から50 年代にかけては，農産物

が輸出の3 分の 2以上を占めるようになった1）．歴史的に，オーストラリアの輸出は，少数の

第一次産品のシェアがきわめて大きく，それが高い 1人当たりG D P を支えてきたのである．

ところが，世界の各国における工業化の進展とともに，世界におけるオーストラリアの経

済的地位の後退が始まった．第 1－1 表にみられるように，豊かな国の第 1位として 1950年

までにアメリカがオーストラリアに取って代わり，カナダにも追い抜かれ，爾後オーストラ

リアの順位は急速に低下していった． 1960年 には世界の5 位に， 1970 年には7 位に，そし

て1980 年には14 位に低落し，日本にも逆転されるに至ったが，石油輸出国を含めると 18

位になったとされる2）．最新の統計によれば，1997年には，スイスや日本との格差はますま

す広がり，香港やシンガポールのアジアの新興工業国にも追い抜かれるに至った．同年の

オーストラリアの 1人当たりG D P は，第 1位のデンマークの 58％ にすぎず，順位を急速

に上げてきた 4位 日本の 66％ である．

このようなオーストラリア経済の国際的地位の長期的な低落は，一体何に起因するのであ

ろうか．さまざまな要因が考えられるであろう．第 1－2表に明らかなように，1870 年から

第1－1表 先進国の 1人当たりG D P l）のランキ ング（1913年以前～1997年）

1 913 年以前 1 950 年 1 960 年 1 970 年 1 980 年2） 1 990 年 1 997 年

1 オーストラリ7 1 アメ リカ

2 カナ ダ

3 オーストラリア

アメ リカ

カナ ダ

スウェーデ ン

スイ ス

オーストラリ7

アメ リカ

スウェーデ ン

カナ ダ

スイ ス

デンマー ク

西ドイツ

7 オーストラリ7 7

8

9

1 0

スイ ス

西ドイツ

スウェーデン

デンマー ク

ノル ウ ェー

ベルギー ・

ルクセンブル ク

フラ ンス

オランダ

アメ リカ

アイ ス ラ ン ド

1 1 オース トリア

1 2 カナダ

1 3 日本

1 4 オーストラリ7

スイ ス

ノル ウ ェ ー

ルクセンブルク

フィ ンラ ン ド

スウェーデン

デンマー ク

7 ア イス ラ ン ド

8 西 ドイツ

9 日本
1 0 ア メ リカ

1 1 フ ラ ンス

1 2 オース トリア

1 3 カナダ

1 4 ベルギー

1 5 オ ラ ンダ

1 6 オース トラリ7

ルクセンブルク

スイ ス

ノル ウ ェ ー

日本
デンマー ク

アメ リカ

7 シンガポール

8 ア イ スラ ン ド

9 香港
1 0 スウェーデ ン

1 1 ドイ ツ

1 2 オ ース トリア

1 3 ベルギー

1 4 フ ラ ンス

1 5 フ ィ ンラ ン ド

1 6 ノ ル ウ ェ ー

1 7 オーストラリ7

3 7 ，7 8 5 ドル

3 5 ，1 7 0

3 4 ，8 9 0

3 3 ，2 6 5

3 0 ，7 1 8

2 9 ，7 8 9

（ 注） 1） 公的為替 レー トでの米 ドル換算の時価による．

2 ） 1980 年のリストは，G D P よりもG N P ベース．

（ 出所） F or p re－1980，K ym Anderson and RossGarnaut，A〟ぶれJfα花戸rofecぬ乃盲s椚，Sydney，A11en＆Unwin，

p p ．16 －17，and for 1990 and 1997，U n ited N ations，5fαぬ〟cαJ y ゼαγわ00点Jタタ7，T ok yo，H ara Shobo，2001，
p p ．1 6 5 －8 1．

1 ） K ym Anderson and Ross Garnaut，A加SわⅦJ才α乃加ゎC如乃ご助fg乃乙Cα加ざβSα乃d旦〝bcね，

S y d n e y ，A lle n ＆ U n w in ，1987，p ．22．

2 ） 乃盲dりp．16．
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第1－2表 先進国の G D P および1 人当たりG D P の伸び率（1870 ～1976年）
（ 1870 ～ 1976 年の年平均伸び率 ：％）

（ 注） 1976 年以外は，アボリジニの人口を含まず．

（ 出所） A nderson and G arnaut，ゆ Cれ p．16．

1 976年 までの 1世紀余の間，先進 16 カ国中第 4 位というオーストラリアの高い G D P 成長

率（3．2％）にもかかわらず，先進 16 カ国中第 1位のきわめて高い人口増加率（2．0％）のた

めに， 1人当たりG D P の伸び率は先進 16 カ国申最低水準（1．1％）へと大幅に引き下げられ

た．オーストラリアの主要輸出産品である鉱物と農牧畜産品は，長期間，高生産性と堅調な

国際価格を享受してきたが，第 2 次大戦後の順調な経済成長下に，それが内包する世界貿易

上の不利な変化に直面することとなった．すなわち，農牧畜産品は本来的に需要の所得弾力

性および価格弾力性が小さく，世界貿易に占める重要性が低下し，それに代わってオースト

ラリアが輸入する工業製品は，世界貿易の伸びの担い手として重要性を増してきた．オース

トラリアの輸出の大宗としてその後登場する鉱物も， 2 度の石油危機を経て，先進各国経済

が資源多消費型からソフト化，サービス経済化の変質をとげるという不利な変化に遭遇した．

こうして，世界の商品貿易における1次産品の比率の低下と工業製品の比率の増大1），およ

びそれと反映したオーストラリアの交易条件の長期的悪化があった2）． さらに， オーストラ

リアドルの長期的減価があった． オーストラリアドルは， 20 世紀の 100 年の間に，対米 ド

1 ） 世界の商品輸出において，1960 年に 1次産品は46％，工業製品は49％ を占めたが，1990 年に

は前者は17％ に低下し，後者は67％ に上昇している（げ Stephen Bell，亡加go〃β和才乃g fゐβ政一0乃0－

∽ツ：了Ⅵβ允 J豆fgc（‡g 且co，‡0〝‡γq′A 〟ざf和J宮α乃E co，号0〝‡ic jわJg叩，M elb ou rn e，0 Ⅹfo rd University

P re s s，19 9 7 ，p ．8 3 ）．

2 ） 長期的傾向として，オーストラリアの交易条件 は1970 年代前半までは 100 以上であったが，

1 970 年代後半以降は100 を下回っている（〆 乃gd．，p．84）．

国 G D P 人　 口 1 人 当 た り G D P

オ ー ス ト ラ リ ア 1） 3 ．2 2 ．0 1．1

オ ー ス ト リ ア 2 ．6 0 ．5 2 ．1

ベ ル ギ ー 2 ．1 0 ．6 1．5

カ ナ ダ 3 ．8 1．8 2 ．0

デ ン マ ー ク 2 ．9 1．0 1．9

フ ィ ン ラ ン ド 3 ．1 0 ．9 2 ．2

フ ラ ン ス 2 ．2 0 ．3 1 ．9

ド イ ツ 2 ．5 0 ．4 2 ．0

イ タ リ ア 2 ．3 0 ．7 1 ．6

日　 ＿本 3 ．8 1 ．1 2 ．6

オ ラ ン ダ 2 ．7 1 ．3 1 ．4

ノ ル ウ ェ ー 2 ．9 0 ．8 2 ．1

ス ウ ェ ー デ ン 3 ．0 0 ．6 2 ．3

ス イ ス 2 ．4 0 ．8 1 ．6

イ ギ リ ス 1 ．8 0 ．5 1 ．3

ア メ リ カ 3 ．5 1 ．6 1 ．9
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ル比で， 2 米 ドルから0．5米 ドルへと4 分の 1 に減価 したのである．

1 人当たりG D P の大きさでみたオーストラリアの国際的地位の長期的低落には，以上の

はかにもさまぎまな要因が存在するであろう．しかしながら，すべてのなかで最も基本的な

要因を一つあげるとするならば，それは製造業の発達の遅れに他ならない．そして，その直

接的な責任は，長期にわたる製造業保護政策の採用・強化にあると筆者は考える．オースト

ラリアの歴代政府，とくに第 2 次大戦後の諸政権は，生活水準の向上と完全雇用の達成を経

済政策の 2 大目標として掲げ，それを実現するための手段として製造業の育成・強化を最重

要視してきた．しかし，その政策はつねに保護主義であり，それはオーストラリアの歴史と

はば同じ長期にわたる「伝統的」なものとなった．ところが，保護の結果は製造業の育成 ・

強化につながらず，保護は既得権益化 し，保護のさらなる高度化の要求下に製造業は不振の

度を強め，経済の国際的地位の継継的後退をもたらしたにすぎなかったのである．

ところが，保護のコストの認識の高まりから， 1980 年代以降の最近年において， 伝統的

保護主義から保護削減と自由化への政策転換が果敢に断行され，オーストラリアの製造業は

長年にわたって安住してきた保護の温室から出て世界的競争の寒風にさらされることとなっ

た．それは積年の夢を破るきわめて厳しい試練であったが，その結果，オーストラリア製造

業のパフォーマンスに若干の変化がみられるようにもなってきた．これはオーストラリアに

とって画期的な政策転換であり，オーストラリアの製造業にとってきわめて注目すべき変化

であるといわなければならない．本稿は，オーストラリアの製造業のこれらの重要な近年の

変化・変容を分析し，その発展を継承するための将来的課題に論及しようとするものである．

Ⅱ保護の高度化と製造業のパフォーマンス

1 保護の高度化と手段

オーストラリアの製造業振興策は，二つの大戦時における工業製品輸入の途絶の危機下に，

自給体制の整備，国内市場向けの輸入代替を目的として推進された．また，前述 したように，

オーストラリアの歴代政敵 とくに第 2次大戟後の諸政権は，生活水準の向上と完全雇用の

達成という経済政策の 2大目標実現のための手段として，製造業の育成・強化に努めてきた．

しかしながら，その政策はつねに保護政策であり，しかもそれは，おそらくニュージーラン

ドを除いてはいかなる他の産業国家にも例をみない高率のものであったことに注意しなけれ

ばならない．オーストラリアの場合，植民地社会の成立時から，距離の暴虐のために，産業

保護への傾斜は必然的なものであったともいえるが，その結果，製造業の製品輸出への志向

と拡大は，過去長期間，オーストラリアの産業政策の埼外に置かれてきたのである．

オーストラリアでは，両大戦時における商業海運の崩壊によって生じた自然的保護下に，

輸入代替的製造業が発達した．政府の産業保護政策の手段は，工業製品の輸入に対する関税
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や数量規制，国内製造業への産業援助などであった．これらの保護は，二つの世界大戦後に，

そして 1929 年の失業の増大に対応して高度化していった1）．

第2次大戦後の製造業保護政策は，製品の輸入に対する数量規制と関税との組み合わせに

よった．当初は数量規制を主とし，関税の賦課は数量規制が不適切と考えられる場合に行わ

れた．1940年代および50年代の直接統制に代わって，1960 年代に入ると，関税が保護の主

要手段となった．

1 950年代および60年代に，他の工業国は製造業の関税を大幅に引き下げてきたが，オー

ストラリアはいかなる保護の主たる削減も行わない方向を選んだ．その理由の一つは，ガッ

トの貿易交渉から農業が除外されたことに対するオーストラリアの欲求不満であり，それが

オーストラリアの継続的かつ強力な保護主義の感情を強化したのであった．こうして，オー

ストラリアは 1970 年代まで，保護の高度化の一途を辿ったわけである． 保護の一般的な軽

減がみられなかったのは，いったん保護が付与されるとそれが既得権となり，保護の継続を

求めようとする強い刺激を譲成する考えに基づくものである．

この間，二つの例外的な自由化の動きがあった．一つは， 1957年の日豪通商協定の締結

である2）． これに続いて 1950 年代後半および60 年代初期には，輸入に対する量的統制の撤

廃があった． もう一つは， 1973 年 6 月の工業製品に対する25％ 関税一括引き下げである．

続く10年間に，多くの製品で関税はさらに引き下げられたが， しかしその反面， 1974年後

期には，繊維，衣服および履物に対する高度の保護的輸入割当があり，発展途上国の工業製

品輸入に対するオーストラリアの差別的扱いが，急速な高まりを示した，

この関税引き下げに導いた主要な要因は，高度の保護は国益に適うものであるのかどうか

に関する認識における漸進的な変化であった．換言すれば，保護のコストに対する意識の高

まりがみられるようになったのである．保護は依然として製造業の育成・ 強化につながって

おらず，部品や中間財や製品の輸入価格の引き上げをもたらし，それを通して産業や消費者

の負担を増しているとの批判が高まってきたのである．加えて，外資系企業に対する一率的

保護に対する反発もあった．

若干の経済学者，官僚，金融ジャーナリスト，および私企業や議会のリーダーなどは，

1 960 年代により自由な貿易を唱導し，1970年代には貿易自由化のますます強力な支持者と

なったが，その理由は，前節でもみられたように，オーストラリアの経済的パフォーマンス

が他国に比べて後退 し続けていることにあった．1965 年にオーストラリアにとって初めて

の本格的な調査報告書ともいうべき『経済調査委員会の報告』（いわゆる『ヴァーノン報告』

1 ） A n d e r s o n a n d G a r n a u t ，q p ．C 宮古．，p ．3 ．

2 ） その詳細については，筆者はすでに論 じた．つぎを参照．遠山嘉博 「日豪相互経済政策の展開

と課題」『オーストラリア研究紀要』第 6号，1980年 12 月，12 ページ．



8 オーストラリア製造業の保護削減と高度加工製品輸出の離陸

（ V ernon R eport））が出され，1970 年代には，1975年 10 月の『製造業発展のための諸政策』

（ 第 1巻）（いわゆる『ジャクソン報告』（Jackson Report）），1977年5月の政府による初めての

産業自書である『製造業自書』が相次いで出された．しかし，これらはいずれも，高率関税

による製造業保護への批判と反省に基づいて，製造業の効率化のために保護の削減，構造改

革と輸出志向の投資政策の必要性を論じつつも，結局は，経済的，社会的混乱回避のために

産業保護の必要性を強調したものに終わってしまっているのである．こうして製造業保護政

策は， 多少の曲折はあれ， 1980 年代後半の大胆な政策転換まで，一貫して高度化のもとに

継続することとなったのである．

2 製造業のパフォーマンスの相対的劣位

手厚い保護主義政策のもとで，オーストラリアの製造業はいかなるパフォーマンスを展開

したか．保護の進展と高度化は，製造業の育成・強化という当初の目的に適ったかどうか．

1 980年代初期までの製造業の G D P におけるシェアおよび総雇用に占めるシェアの推移に

よって，これを検証してみよう．

（ 1） G D P における製造業のシェア

製造業は手厚い保護のもとに，1860 年から1900 年までに，G D P におけるシェアを4 ％

から10％ に高め， 1960 年までにG D P の伸び率を上回る生産増加率を示し， 1958－59 年に

は29％ と過去最高のシェアを示現した1）． しかしながら， 1960年代以降は， 製造業の生産

高の伸びはG D P の伸びを下回り，第 2 －1表にみるように， G D P に占める製造業のシェア

は一貫して低下傾向を示している（これは，次節でみるように，現在に至るまで変わっていない）．

1 9 73－81年 の8 年間に，G D P の年平均増加率は 2．8％ であったが，製造業のそれは 1．6％

と6 割程度の伸び率でしかなかった2）（最近20年間をみると，19．5％から12．5％へと大幅なシュ

第2 －1表 産業部門別 G D P 寄与率 （時価 ：％）

（ 出所） A ustralian Bureau of Statistics，A〟ざれJ王α乃〃α砧0れαg Acco〟乃fsニ〃α如乃dJ血co†柁¢d乃d且ゆβ乃d肋柁，
V ariou s issues for1961－62～1971－72，and yβαrβ00々A伽占わⅦぬ，Variousissues for the following

y e a r S．

1 ） A n d e r s o n a n d G a r n a u t ，q p ．C 宮古．， p p ．1 2 － 1 3 ．

2 ） 乃紹．，p．13，T a ble 2．5．

年 度

部 門
19 6 1 －6 2 19 7 1 －7 2 19 8 1 －8 2 19 9 1 －9 2 1 9 9 4 －9 5 19 9 8 －9 9

19 9 0 －9 1 ～ 19 9 8 －9 9 の

8 年 間 の 年 平 均 増 加 率

農 林 水 産 業 1 1．9 9 ．5 8 ．4 3 ．0 2 ．9 3 ．1 3 ．0

鉱　　 業 1．8 3 ．5 4 ．6 4 ．2 3 ．7 3 ．9 3 ．9

製 造 業 2 6．4 2 4 ，1 19 ．5 14 ．1 14 ．9 12 ．5 1 ．6

サ ー ビ ス業 そ の他 5 9．9 6 2 ．9 6 7 ．5 7 8 ．7 7 8 ．8 8 0 ．5 4 ．2

合　　 計 10 0 ．0 10 0 ．0 10 0 ．0 10 0 ．0 10 0 ．0 10 0 ．0 3 ．8
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アの低下を示 している）．

こうした統計結果から，製造業の保護政策は製造業の育成・強化をもたらさなかったこと，

他産業に比してそのパフォーマンスは相対的に貧弱であることが明らかである．そして，そ

の最大の原因は，製造業に対する保護の継続的な高度化にあるといわなければならない．第

2 次大戦後長期間，オーストラリアの製造業は政府の保護下の温室育ちに安住し，脆弱な体

質を克服しえず，国際競争力の低下と国際競争の激化のもとに，より高度の保護を要請する

という悪循環に陥ってしまったことが明らかである．

（ 2） 総雇用における製造業のシェア

保護政策の結果製造業は，1903 年に総雇用の 15％ を占め，その後比率を高めて 1948 －49

年には29％ を占めて過去最高のシェアを示現した．しかしその後は，第 2－2 表に明らかな

ように，シェアは着実に低下 してきている1）．

しかも，この低下傾向には二つの深刻な問題が内包されている．第 1 に，製造業の総雇用

に占めるシェアの低下は，それがG D P に占めるシェアの低下よりもより著しい．製造業は

雇用拡大産業としての政府の期待とはうらはらに，雇用吸収力が低下してきていることが明

らかである．第 2 に，製造業の雇用は単に相対的なシェア低下のみならず，絶対数において

も減少を示しているのである．製造業の雇用者数は， 1901年の 19 万 8 千人から毎年着実に

増加 し，1966 －67年 には 130 万 9 千人，1967－68 年には 133万 1 千人，1971－72 年 には

1 30 万 1千人，そして 1973－74年には133万 8千人のピークに達し2），この4 年間は 130 万

人超を雇用した． しかし，その後は減少に転じ，最近年では 111万人台となっている（次節

を参照）．

製造業の雇用が相対的にのみならず，絶対数でも減退傾向にあることは，雇用の確保を目

的とした歴代政府の「製造業振興政策＝保護政策」の正当性に対する重大な疑念の喚起を必

然的ならしめたのである．

第2－2 表 産業部門別雇用寄与率 （年平均または年央 ：％）

（ 出所） A王∋S，C e乃5α5，Variou s issues and ygαr劫0点AIJざかⅦJれvariousissues．

1 ） 〆 Jわ首d．，p．14，Figure 2．2．

2 ） y冶αr劫 0鬼A 〟ざわⅦJ才〃Jタβ2，p．411 and Jタβ氏p．392．

年 度

部 門
19 6 1 － 6 2 1 9 7 1 － 7 2 1 9 8 1 － 8 2 1 9 9 1 － 9 2 1 9 9 4 － 9 5 1 9 9 8 － 9 9

1 9 9 0 －9 1 ′－ 19 9 8 －9 9 の

8 年 間 の 年 平 均 増 加 率

農 林 水 産 業 1 1．9 7 ．4 6 ．7 5 ，4 5 ．0 5 ．0 － 0 ．7

鉱　　 業 1 ，8 1．4 1．4 1．2 1 ．1 0 ．9 ≠ 1．1

製 造 業 2 6 ．4 2 3 ．2 1 9 ．8 1 4 ．1 1 3 ，8 1 2 ．2 － 1．4

サ ー ビ ス 業 そ の 他 5 9 ．9 6 8 ．1 7 2 ．1 7 9 ．3 8 0 ．1 8 1．9 1．9

合　　 計 10 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1．3



1 0 オーストラリア製造業の保護削減と高度加工製品輸出の離陸

（ 3） 輸出における製造業のパフォーマンス

以上の統計結果は製造業の低迷を象徴する陰うつなものに他ならないが，製造業の製品輸

出のパフォーマンスはどうであろうか．オーストラリアは広大な国土と広範囲に分散した希

少な人口のゆえに，既述のようにその輸出は1860 年から90 年にかけては金と羊毛が 80％

を占め， 1890－1913 年間に金の比率が 20％ に低下すると農牧畜産品が輸出の大宗として登

場し，1920年代から50 年代には総輸出の 4 分の 3 を占め，そして 1950 年代央以降の工業

諸国，とくに日本における製造業の生産の拡大に導かれて，1960 年代からは鉱物が輸出の

大宗に加わった．この間工業製品は一貫して圧倒的に入超であり，これは現在も変わってい

ない．ちなみに，工業製品は 1950 年代から60年代初期にかけては輸入の 50％ 以上を，

1 960 年代後期からは75％超を占めたが，輸出では，加工一次産品以外の工業製品輸出の

シェアは 1980年代初期に 15％ を占めたにすぎない1）． では，保護削減後はどう変化 したか．

Ⅲ製造業の保護の削減とパフォーマンスの変化

1 保護政策の転換

オーストラリアの製造業政策は，第 1 に，それはつねに保護政策であったこと，第 2 に，

それは他国に類例をみない高率のものであったことを基本的特徴とし，建国以来第 2 次大戦

後の 1970 年代までの70 年間の長期にわたり，歴代政権によって支持，強化されてきたが，

その結果は製造業の育成・強化に結実せず，製造業は国内他産業と比べても，また国際的比

較においても低迷と後退を余儀なくされてきたことが，前節の検討で明らかとなった．ただ

し，保護政策の採用は当初から，その効果，すなわち強力な製造業の育成に役立っのかどう

かについては疑問視されていたことに注意しなければならない．すでに 1960年代 より，疑

問の声は各界で明確化してきていたが， 1970 年代には， 1930 年代初期の異常な高水準がほ

とんど不変のままに維持されてきていた高率関税2）に対する批判と反省が一段と高まってき

た．保護関税は製造業の国際競争力を弱め，製造業への海外資本の過度の流入と海外資本に

よる不当な利潤獲得に導いていると批判された3）．

1 960 年代， 70 年代には，保護削減の必要性を認識しつつも，保護継続の現実的要請に妥

協を強いられてきたが， 1980 年代には，保護のコスト意識のいっそうの高まりのもと，競

争導入と輸出志向型製造業育成の必要論が一段と勢いを増してきた．保護のもたらす当面の

A nderson and G arnaut，qp．Cれ p．22．

T a riff B oa rd ，A ，才れ加αJ 月（妙Orfノbγy βαγJタ6 クー7（フ，1970，pa ra ．39．

¢．g ．J．0 ．N ．P erk ins，A 〟5f和 gfαま乃肋β lγbγJd 且co乃0∽ツ，S ou th Melbourne，SunBooks，1968，

2 n d e d リ 1 9 7 1 ， p p ．8 3 － 8 4 ．
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経済的利益や社会的安定を犠牲にしても，長期的観点から，オーストラリアの製造業を保護

の温室から出して競争の荒波にさらすことによって，犠牲と痛みを伴いつつ，国際競争力を

持った輸出志向型産業に構造改革することば不可欠の今日的課題であるとの認識が高まって

きたのである．転機は， 1980年代前半に訪れた． 1983年 3 月のホーク労働政権を選んだ選

挙は，自由貿易主義者と保護貿易主義者の聞で長年にわたって煮え立ってきた議論を沸騰さ

せたのである1）．

ただ，この労働党政権は，選挙時から保護政策の転換を唱えていたわけではなく，当初は

むしろ保護主義者であり，衰退する製造業内部の雇用を維持するために，防衛的保護政策の

伝統的メカニズムに訴えるものでしかなかった2）．ホーク政権が経済的自由主義をとるに

至った理由については諸説がある3）が，筆者は，小さな政府や民営化やその他の「市場によ

る解決」へ向けての推進力が海外からやってきたこと，すなわち，国際化時代におけるメガ

コンペティションへの突入という外圧が最大の要因であったと考える4）．産業調整政策の主

たる設計者は，1983年以来産業・技術・通商大臣を努めてきたジョン・バ トン（John

B utton）上院議員である．彼の最大の功績は，革新的輸出志向型産業の発展を促進すること

によってオーストラリアの産業政策の焦点を，防御志向から前向きの姿勢に転換させたこと

にあるとされている5）．彼の産業政策は， リストラへの「あめとむち」の接近法に基づくも

のである．「あめ」は助成金，産業近代化計画，労使の訓練と技術向上への支援，特殊研究

とR ＆D への特別禰助金，輸出市場開拓計画，およびリストラによる失業者への補償や雇

用維持のための労働調整支援であり，「むち」 は輸入割当の廃止や大幅な関税引き下げによ

る保護障壁の削減，および若干のケースでは不同意に対するペナルティーである6）．鉄鋼プ

ラン，自動車プランおよび繊維・衣服・履物プランを代表例として，製造業全般にわたって

保護の削減が漸進的かつ大幅に進められていった7）．

関税引き下げを中心とする伝統的な製造業保護の削減，それによる国際競争力を持つ輸出

志向型製造業への変身を目指す新産業政策は，いかなる効果を生じたか．節を改めて検討し

1 ） A nn Capling and Brian Galligan，ββγ0乃d娩β伽ねC如β5ぬねニTゐejわJg如αJ且coタ王0椚γ〆

A 即Sf和g才αゝ 肋 乃叫わcね‘ね乃g 加血ぶf叩fわJgq′，M elbourne，Cam bridge U niversity Press，1992，p．
1 1 7 ．

2 ） 乃才d．，

3 ） 乃豆d．，pp ．123 －25．

4 ） これについて筆者 はすでに詳述 した． つぎを参照． 遠山嘉博 「オーストラリアの製造業保護政

策の転換と課題」『オース トラリア研究紀要』第 23 号，1997年 12 月．

5 ） 乃才d．，pp ．126 －27．

6 ） J わ才d ．，p ．13 7 ．

7 ） 自動車プランはバ トン・ カー・ プランとして知 られるところである．これについて筆者は，詳 し

く分析 した、つぎを参照．前掲「オーストラリアの製造業保護政策の転換と課籠」，16 －20 ページ．



1 2

よう．

オーストラリア製造業の保護削減 と高度加工製品輸出の離陸

2 製造業のパフォーマンスの変化

保護の高度化下の 1970 年代までの製造業のパフォーマンスの相対的不振については，前

節で見た． ここでは，保護削減への政策転換が断行された 1980年代後半以降について，製

造業のパフォーマンスはいかなる改善を示現したかをみてみよう．

（ 1） G D P における製造業のシェア

G D P に占める製造業のシェアは，前節の第 2 －1 表の年代の後半部（1980年代および90年

代）に明らかなように，保護政策の転換後も保護削減下に低下し続けてきていることが明ら

かである．1990年代の初めの 8 年間に，G D P は年平均 3．8％の伸び率で増加してきたが，

製造業はわずか 1．6％ に過ぎなかったのである．

これを最近入手 しえたより新しい資料によってより詳細に検証してみよう．第 3 －1表は

最近年（1999－2000年）の産業別付加価値額（industry gross value added）と雇用数を示した

ものである（雇用については，次項で述べる）．そこに明らかなように，現在，製造業は最大の

付加価値を生む最も重要な産業であり，給付加価値に占めるシェアが 10％ 超の産業として

は，他に不動産業をみるにすぎない． しかしながら，生産額の伸び率は過去長期間にわたっ

て諸産業中ほぼ最低であることに注意 しなければならない． すなわち第 3 －2表は， 前表と

第3 －1表 産業別の付加価値額および雇用 （1998－99年）

（ 出所） A ustralian B ureau of Statistics，y βαrβ00ゐA 〟5汁α〟α2βOJ ，January 2001，p．566．

産　　 業
付 加　 価　 値 雇　　 用

額 （百万 ドル） G D P 寄 与 率 （％） 人　 数 （千人） 総 雇 用 寄 与 率 （％）

農 林 水 産 業 18 ，1 9 1 3 ．1 4 3 3 5 ．0

鉱　　 業 2 3 ，0 0 1 3 ．9 76 0 ．9

製 造 業 74，2 7 2 1■2．5 1 ，0 6 7 1 2 ．2

電 力 ・ガ ス ・水 道 13 ，16 4 2 ．2 6 7 0 ．8

建　　 設 3 5 ，8 2 0 6 ．0 6 4 8 7 ．4

卸 売 業 3 1，7 5 7 5 ．4 5 14 5 ．9

小 売 業 3 3 ，3 58 5 ．6 1 ，3 23 1 5 ．2

宿 泊 ・喫 茶 ・レス トラ ン 12 ，8 14 2 ．2 4 19 4 ．8

運 輸 ・倉 庫 3 2，9 69 5 ．6 4 16 4 ．8

通　　 信 17 ，2 4 7 2 ．9 1 56 1 ．8

金 融 ・保 険 3 9，2 77 6 ．6 3 02 3 ．5

不 動 産 お よ び関 連 事 業 6 1，0 3 1 10 ．3 9 54 1 0 ．9

政 府 行 政 お よ び防 衛 2 4，0 5 6 4 ．1 3 6 1 3 ．9

教　　 育 2 6 ，7 19 4 ．5 6 24 7 ．2

保 健 お よ び地 域 サ ー ビス 3 4，2 9 2 5 ．8 8 1 1 9 ．3

教 養 ・娯 楽 10 ，8 8 8 1．8 2 17 2 ．5

個 人 的 サ ー ビス他 13，4 5 7 2 ．3 3 3 0 3 ．8

住 宅 所 有 5 2 ，3 9 8 8 ．8

生 産 物 課 税 （除補助金） 4 2，3 7 0 7 ．1

統 計 上 の不実合 － 3，7 7 0

G D P 5 9 3 ，3 1 1 10 0 ．0 8 ，7 16 10 0 ．0
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第3－2 表 産業別生産額およびその増加率

（ 注） 1998 －99 年価格．

（ 出所） Au stralian Bu rean of Statistics，肋 搾叫佃cJ加加g 2ββ♂，2000，p．15．

は別の資料によって，製造業と他の諸産業の生産額（production volum e）とその増加率をみ

たものであるが， これによると，製造業の生産増加率は過去 10 年間（1989－90年から1999－

2 000年）において年平均わずか 1．6％ に過ぎず，政府行政および防衛の 1．5％ とともに 1 ％

台で最低である．ちなみに，この間全産業は3．3％ の増加率を示している．過去 25年間

（ 1974－75年から1999－2000年まで）というより長期でみても，製造業はわずか 1．7％ であり，

諸産業中唯一の 1 ％台で最低である． ちなみにこの間全産業は 3．3％ の増加率を示している．

製造業は保護の高度化のもとにおいてはもちろんのこと，保護削減への転換後においても，

全産業中生産増加率は最低にとどまっていることが明らかである．それはオーストラリア製

造業の歴史的傾向ともいうべきものであり，保護削減の効果はこの限りにおいてはいまだ発

現してきていないといわぎるをえないのが現状である．

（ 2） 総雇用における製造業のシェア

保護削減後の 1980 年代以降の製造業の総雇用への貢献度は，G D P への貢献度と同様に低

下傾向を示 していることが，第 2－2 表ですでに明らかである． しかも，生産額の場合と異

なり雇用において製造業は，絶対数でも減少してきていることに注意 しなければならない

（ 第3－3表を参照）．すなわち， 1970 年代前半に製造業の就業者数は130万人を超えていたが，

その後は減少に転 じ， 1980 年代初頭には 125 万 7千人， 1990年代初頭には122万 1千人そ

して 2000 年には111万 3 千人と減少してきている．途中の若干年では増加もみられるが，

産　　 業
19 9 8 －9 9 年 19 9 9 － 20 00 年

1 99 8 －9 9 ～

19 9 9 －2 0 0 0 年

（過 去 1 年 間 ）

19 8 9 － 9 0 ～

19 9 9 －2 00 0 年

（過 去 10 年 間 ）

1 9 7 4 － 7 5 ～

1 9 9 9 － 2 0 0 0 年

（過 去 2 5 年 間 ）

（百 万 ドル） （百 万 ドル）

の増 加 率

％

の年 平 均 増 加 率

％

の年 平 均 増 加 率

％

農 林 水 産 業 18，0 5 2 19 ，0 0 5 5 ．3 3 ．2 2 ．7

鉱　　 業 23 ，8 4 3 2 6 ，柑 3 9 ．8 4 ．1 4 ．2

製 造 業 7 4，4 t；0 7 5 ，5 60 1．5 1．6 1．7

電 力 ・ガ ス ・水 道 1 1，0 0 0 1 1 ，3 14 2 ．9 2 ．0 3 ．5

建　　 設 3 3，7 3 8 3 4 ，4 3 4 2 ．1 3 ．1 2 ．9

卸 売 業 3 2，1 16 3 3 ，94 2 5 ．7 3 ．5 2 ．5

小 売 業 3 1，8 4 0 3 2 ，73 7 2 ．8 3 ．2 2 ．8

宿 泊 ・喫 茶 ・レス トラ ン 1 1，8 5 3 12 、6 9 2 7 ．1 3 ．4 2 ．7

運 輸 ・倉 庫 3 3，3 7 4 3 4 ，5 10 3 ．4 3 ．5 3 ，8

通　　 信 17，14 1 19 ，54 9 14 ．0 10 ．1 8 ．1

金 融 ・保 険 3 7，7 7 7 4 1 ，4 5 1 9 ．7 4 ．9 5 ．1

不 動 産 お よ び 関連 事 業 6 7，5 7 4 7 2 ，9 3 8 7 ．9 5 ．2 5 ．0

政 府 行 政 お よ び 防衛 2 2，7 5 9 2 2 ，7 0 2 － 0．3 1．5 2 ．1

教　　 育 2 6，5 5 1 2 6 ，2 9 4 － 1．0 2 ．3 3 ．5

保 険 お よ び地 域 サ ー ビ ス 3 3，16 9 3 2 ，7 7 1 … 1．2 2 ．1 3 ．4

教 養 ・娯 楽 サ ー ビス 9，9 7 4 10 ，0 9 7 1 ．2 2 ．6 3 ．3

個 人 的 サ ー ビス 13，0 3 1 13 ，2 2 5 1．5 2 ．1 2 ．3

全　 産　 業 4 9 8 ，2 5 2 5 19 ，4 0 4 4 ．2 3 ．3 3 ．3
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第3 －3 表 全産業および製造業の就業者数の推移

（注）り 4半期毎の年平均、

（ 出所） yβαrβ00ゐA 以5加 Jぬ，Variou s issues．

大勢としては減少傾向は一貫している．その結果，総雇用労働者に占める製造業の労働者の

比率は，1980年 5 月の 20．2％から1990年には 15、6％に，そして 2000年には 12．5％へと一

貫した低下傾向を示 している．

ただし，製造業の付加価値額はこの間一貫して増加してきているから，それとの関連でい

えば，この低下傾向は製造業におけるつぎの二つの変化を反映せるものであるといえよう．

第1 に，オーストラリアの製造業は東南アジアの低賃金労働との競争の激化から，繊維・衣

服・履物等の労働集約型のものは締小し，より資本集約型への傾斜を強めていることである，

第2 に製造業の労働者 1人当たり付加価値額の増加，すなわち製造業の生産性の増大を意味

しているといえる．ただ戦後の歴代政府が製造業に託してきた雇用の確保と増大の政策目標

を達成しえていないことは明白といわざるをえない．

（ 3）製造業の輸出パフォーマンスの変化

以上にみたように，保護政策の転換後も，G D P および総雇用における製造業のシェアの

後退は依然として続き，この面において 1980 年代央以降の保護削減と自由化推進による荒

療治ほ，期待された成果をあげていないことが明らかである．ところが，輸出面においては，

保護削減後メガコンペティションのもとにおいて画期的ともいえる変化が生じつつある．保

護のコスト意識の高まりのもと，保護の削減の断行によって輸入代替型から国際競争力を持

つ輸出志向型への製造業の体質強化を図ろうという政府の政策目標は，この面においては急

速に結実しつつあるといってよいであろう．

温室から出て厳 しい国際競争にさらされることとなった製造業は， 1980 年代から90 年代

を通して輸出志向型を急速に高めつつある． ちなみに， 1984－85 年には，製造業企業の売

上げの約 16％ が輸出に向けられたが，1997 －98 年にはその比率は26％ に上昇 した．ただ

し，競争力を持っ産業は一部のみであり，非鉄金属（1997年に生産では世界の5位であったが，

世界の輸出に占めるシェアは4％にすぎず，1985年以降変わっていない），金属品（世界12位），食

料品（同12位，同1．6％）などにすぎない1）．

1 ） yβαγ加 0点A 〟S加 地 2（）βJ，p．714．

年　　 度 総 雇 用 労 働 者 数 （千人） i う ち 製 造 業 （千人） ； 製 造 業 の寄 与 率 （％）

1 9 8 0 年 5 月 6，2 3 7 ．8　　　　　　　　 1，2 5 7 ．4　　　　　　　　　　 2 0．2

1 9 8 5 年 5 月 6，5 9 9 ．4 1 ，1 2 5 ．6 1 7 ．1

1 9 8 9 － 9 0 年 1） 7，8 3 0 ．9 1 ，2 2 0 ．8 1 5 ．6

1 9 9 4 － 9 5 年 1） 8，0 5 7 ．3 1 ，1 1 3 ．8 1 3 ．8

1 99 9 － 2 00 0 年 l）　　　　　 8 ，8 8 6 ．5 1 ，1 1 3 ．1 1 2 ．5
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第3 －4 表 工業製品輸出の推移（1985－86 ～1999－00年）

（ 注）1）統計上の輸出額には “A ustralian P roduce” と “T otal E xpo rts” の二つの数字が掲載されており，前者は

国内生産物の輸 出を，後者は輸入品を加工 しないで再輸 出した ものを含 むとされている．A u stralian

P rod uce の方が，国内経済との関係をより密接に反映する． しかし，年鑑では，T otal E xports の数字が記
載されている．上記は，T otalE xports の数値である．ちなみに，1999 －00 年に第 1次産品では，A ustralian

P rod uce は T otal E xports の 99．7％であったが，製造業では87．7％ であるに過ぎない（下記資料 p．2）．
（ 出所） Departm ent of Foreign Affairs and T rade，且ゆ0γね〆翔∽α町α和d 肋 乃ゆ C舌払柁d伽 血c払 A 班5れJわ．

J タタクーゼ00β．2001，pp．14－15 より作成．

第3－4 表は，最近 15 年間における製造業の輸出実績を示したものである．そこで起点に

とられている1984 －85年は，「工業製品輸出の離陸の年」とみてよいと筆者は考える．シー

ハンらも，オーストラリアの E T M 貿易の改善の兆候が現れたのは 1985年であり，とくに

1 988年以降それは顕著になったとしているl）．

表に明らかなように，工業製品輸出の伸びは総輸出の伸びをほとんどつねに上回っている

（ 1996－97 ～1998－99年の最近の3年間だけは下回っているが）．1985－86年 から1989－90 年の

4 年間に総輸出は年平均 10．6％の増加率を示したが，工業製品輸出は 19．7％ の高い増加率

を示現した． 1990－91年か ら1994－95 年の 5 年間には， それぞれ6．5％， 12．4％ の伸び率

であった．ただ，1995 －96 年から1999－2000 年の最近の5 年間は，世界的な景気の低迷を

反映し，7．9％ と7．8％ というように，総輸出と工業製品輸出はほぼ同率の伸びとなってい

る．

その結果，当然のことながら，総輸出における工業製品輸出の割合は着実な高まりをみせ

ている．1985 －86 年には 18．7％であったが，年を追って工業製品の占めるシェアは上昇し，

1 ） P．J．Sheehan，N ick Pappas and E njiang C hang，乃β月βわfr肋〆A 以5吉和g才α乃血血ぶ叫 ごA 加ざかⅥg一

宮α乃7「和dβi乃且ぬわ0和ね抄γ和乃〆bm ed 肋 乃叫わcれ‘柁ざJタ7クーJ9タ3，M elbourne，V ictoria U niveト

S ity ，1994，p．痛．

年　 度
総 輸 出 工 業 製 品 輸 出 総 輸 出 に お け る工 業 期 間 中 の年 平 均 増 加 率 （％）

（10 0 万 ドル） （10 0 万 ドル ） 製 品輸 出 の割 合 （％） 総 輸 出 工 業 製 品 輸 出

19 8 5 － 8 6 3 2 ，7 8 5 6 ，14 3 18 ．7

10 ．6 1 9 ．7

19 8 6 － 8 7 3 5 ．7 8 3 7 ，9 6 4 2 2 ．3

19 8 7 －8 8 4 0 ，7 2 1 9 ，6 28 2 3 ．6

19 8 8 －8 9 4 4 ，0 0 7 10 ，9 6 7 2 4 ．9

19 8 9 －9 0 4 9 ，0 78 12 ，5 3 9 2 5 ．5

19 9 0 －9 1 5 2 ，39 9 13 ，8 8 9 2 6 ．5

6 ．5 1 2 ．4

19 9 1 －9 2 5 5 ，0 2 7 15 ．14 5 2 7 ．5

19 9 2 －9 3 6 0 ，70 2 17 ．8 2 9 2 9 ．4

19 9 3 －9 4 6 4 ，54 8 2 0 ，12 4 3 1 ．2

19 9 4 －9 5 6 7 ，0 5 2 2 2 ，4 6 9 3 3 ．5

19 9 5 －9 6 7 6 ，0 0 5 2 5 ，6 9 9 3 3 ．8

7 ．9 7 ．8

19 9 6 －9 7 7 8 ，9 3 5 2 6 ，2 7 0 3 3 ．3

19 9 7 －9 8 8 7 ．7 7 1 2 8 ，6 3 8 3 2 ．6

19 9 8 －9 9 8 5 ，9 9 2 2 7 ，9 5 7 3 2 ．5

19 9 9 －2 0 0 0 9 7 ，2 7 5 3 2 ，4 0 9 3 3 ．3
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1 995 －96 年には33．8％ と過去最高率をマークし， 1999 －2000年 に至る最近 6 年間は，総輸

出の3 分の 1前後という高水準を維持している．1985 －86 年から1999－2000 年の 15 年間

に，その比率は 18．7％ から33．3％ へと大幅な高まりを示しているのである．

保護の高度化から保護の削減と自由化への政策の大転換のもとに，オーストラリアの製造

業は少なくとも輸出面においては相応の成果をあげつつあることが明らかとなった．そこで

節を改めて，オーストラリア製造業の輸出パフォーマンスの改善の内容をより詳細にみてみ

よう．

Ⅳ製造業の輸出のパフォーマンスの改善と変容

保護削減後の 1980年代央以降，工業製品輸出の量的増大と総輸出における工業製品輸出

の寄与率の上昇については前節でみた．以下では，製造業の輸入代替型から輸出志向型への

体質の強化と輸出の製品構成の変化についてみてみよう．

1 製造業の輸出志向性の高まり

保護削減下に製造業は， 1980年代および 90 年代を通して， ますます輸出志向的に変身を

とげてきている．第 4－1表は，製造業の生産高と輸出額の推移を， 1970年代後半以降につ

いてみたものである．輸出の5 年間ごとの年平均伸び率は生産のそれをっねに上回っており，

保護削減が断行された 1980年代後半以降， とくに大幅な伸びを示している． その結果，製

造業の生産高に占める輸出の割合は，1980 年代前半までは10％ 台であったが，保護政策の

転換後急激な高まりをみせ， 90 年代後半以降はじつに 40％ 台の高率を示現しているのであ

る．これは，製造業が保護削減下に体質強化に努め，国際競争力を向上させ，輸出志向性を

大きく高めることに成功した結果である．このことは，輸入代替を目的として手厚い保護下

に長期間惰眠をむさぼってきたかつての脆弱な製造業からはとうてい想起しえぬ変身ぶりで

ある．

この製造業におけるかつてなき画期的変化について，すでに 199 1年にオーストラリア財

第4－1 表 製造業の生産高および輸出の推移

（ 出所） A B S ，】セαr血 0たA 〟ざJ和Jぬ，V arious issues，an d D epa rtm en t of Foreign A ffairs and T rade，A B S data on

D F A T ，ST A R S datab ase より作成．

付加価値額 期間中の年平均 輸　 出 期間中の年平均 付加価値額に占める
（百万ドル） 増加率　　 （％） （百万 ドル） 増加率　　 （％） 輸出の割合　 （％）

1976－771980－811985－861990－911995－962000－01

喜…薫…妻1萱…妻 卦 重要…… 12．312．914．627．940．348．1
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務省は，「工業製品輸出の力強い増大は，近年におけるオーストラリアの貿易実績の注目に

値する特徴である．この工業製品輸出の強さと持続性は，一時的または循環的な要因の産物

ではなく，オーストラリアの貿易パターンの構造変化をあらわすものであることを示唆して

いる1）」と適切に述べている．1990 年代全体を通しての工業製品輸出の順調な増加傾向，製

造業生産高に占める輸出の比率のいっそうの上昇傾向をみる時，財務省のいうように，これ

は単なる循環的要因による一時的現象ではなく，貿易の構造変化を反映するものであること

は明らかであるが，その推進委困は製造業の輸出志向性の強化，国際競争力の強化に他なら

ず，そしてそれの促進要因は，思い切った保護削減と自由化の断行に他ならない．

産業委員会の報告書も，1968 －69 年から1992 －93 年の 25 年間に，製造業の貿易志向性

（ trade orientation of m anufacturing）の高まりという重要な変化があったとし，生産（通常の

場合の付加価値ではなく，ここでは売上げ高（turnover）を指していると思われる）に占める輸出の

割合は 9 ％か ら20％ に倍増 し，一方，国内市場における輸入のシェアは，約 17％ か ら

3 0％超 に高まったとしている2）． これは，1980 年代後半からの製造業の保護の大幅な削減

の結果であり，製造業がますます競争に直面することとなったためであるが，反面，輸出援

助，輸出奨励計画によるものであるとも指摘されている3）．

ただ，後述するように，保護の削減後製造業の輸出は大きく伸びたけれども，輸入もまた

大幅に増加しているから，正確には，財務省のいう「製造業の輸出志向性」の高まりだけで

なく，輸入の増大にも着目して，産業委員会の表現のように「製造業の貿易志向性の高ま

り」 とい うべ きであろ う（次節を参照）。

2 高度加工製品輸出の離陸

（ 1） S T M ，E T M および政策 E T M の分類

製造業の輸出志向性の高まりと国際競争力強化の結果としての工業製品輸出の量的増大も

さることながら，質的な変化，すなわち工業製品の輸出構成に重要な変化が生 じていること

に注目しなければならない．

オーストラリアの外務貿易省（D epartm ent of F oreign A ffairs and T rade）が行っている貿

易輸出品分類（T rade Exports Classification－T R EC）は，輸出商品を加工レベルに従ってグ

1 ） T h e Treasury，且co乃0〝書ね点0伽乃d一亡砂：Ⅳf乃ねrJ9タJ，AGPS，1991，p．21，quOtedin Clem

T i s d e l l ， “ A s p e c t s o f J a p a n － A u s t r a l i a E c o n o m i c R e l a t i o n s i n t h e 1 9 9 0 s ： E s p e c i a l l y T r a d e i n

S erv ices，”遠山嘉博・ クレム・ ティスデル編 『1990 年代の日豪経済の関係の研究』追手門学院大

学オーストラリア研究所，1991 年，p．7 ．

2 ） Industry Commission，A加ぶわ℃J宮α乃肋乃呪わCf〟わ乃g加血ざJ叩α犯d血ねmαめ乃αJ71℃dβ伽ぬ

J 9甜－∂タわ J9タ2－9 3，A G P S，1995，p．1．

3 ） 乃軌 p．5．
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ループ化することを目的とし，一次産品，工業製品および雑多な生産物に大別するとともに，

工業製品を単純加工製品 （sim ply traれSformed manufactures－STMs）と高度加工製品

（ elaborately transformed manufactures－ETMs）に分類している．STMsは主として基礎的

金属製品から成り，E T M s は「世界市場で差別化された生産物としてのアイデンティフィ

ケーションを許容されるに足るユニークな特徴を持っ生産物」と定義されている1）．sT M

とE T M 間の区別が必然的に窓意的となる品目もいくつかあるが，ST M s とE T M s 間の総

合的な区別は，オーストラリアの工業製品輸出のパフォーマンスの分析にとって重要な基礎

を提供するものであるとしている2）．

その分 類 は，もと もと は，標準 的 国際 貿易 分 類 （Standard International T rade

C lassification－SIT C）に基づいており，T R E C の商品番号はそれとは違っているが，ここで

はSIT C の分類番号で S T M と E T M の区別をすることとする． それによると，以下のとお

りであ る，

エ業製品

化学製品および同関連品（SIT C 5）

素材として分現される工業製品（SIT C 6）

機械および輸送設備（SIT C 7）

雑多な工業製品（SIT C 8）

（ 1）単純加工製品（ST M s）

化学製品および化学調製品（SIT C 51，52，53，56，甲）

非金属鉱物製品（SIT C 66）

鉄鋼および同製品（SIT C 67）

非鉄金属（SIT C 68）

（ 2）高度加工製品（E T M s）

医薬品，精油および化粧品（SIT C 54．55）

素材形態および非素材形態のプラスチック（SIT C 57，58）

素材に分頬される工業製品（SIT C 6）

機械および輸送設備（SIT C 7）

雑多な工業製品（SIT C 8）

1 ） D epartm ent of F oreign A ffairs an d T rade，且ゆ0γねq／伽 m α叩α乃d 肋 乃牝ねcね柁d 伽 血c払

A 伽5吉和Jわ，J 99クー2 β∂∂，C om m on w ea lth of A u stralia，2001，p p．117 a n d l18．

2 ） Jゐ紘，p．118．



遠山 嘉 博 19

さらに， ビクトリア大学戦略経済研究所（Centre for StrategicEconomic Studies，Victoria

U niversity）所長の P．J．シーハン（Sheehan）教授らは，E T M 貿易に関する著書のなかで，

E T M のなかで政策 E T M s （policy ETM）というグループを特別に構別し，注目している

（ ただし，彼らの定義するE T M はT R EC のそれと若干異なっているが1））ので，これもここで採用

し，検討しよう．

（ 3）政策高度加工製品（policy ET M s）

医薬品（SIT C 54）

コンピューター設備（SIT C 75）

通信設備（S汀C 76）

自動車および同部品（SIT C 78）

その他の輸送機器（SIT C 79）

（ 具体的には鉄道車両，航空機・ 同部品，船舶・ ポー トである）

衣服（SIT C 84）

（ 2） E T M 輸出の増大

第4－2表は，工業製品輸出を S T M 輸出とE T M 輸出に分輯してこの 20 年間の推移をみ

たものである．そこから，つぎを指摘しうる．まず，工業製品輸出全体でみると， 1980年

代央以降増加が著しく，製造業は厳しい保護削減に直面しつつも体質の強化に努め，輸出志

向性を一段と高めてきていることが明らかである．ただ最近の 5年間は，世界的な景気の停

滞を反映して年平均増加率は若干低下しているが，それでも1国の輸出増加率としてはかな

り高いといえよう．S T M 輸出とE T M 輸出との比率は，1980 年代初頭には40 ：60 であった

第4 －2 表 工業製品輸出の内訳

（ 出所） A B S data on D FA T より作成．

1 ） SIT C に基づいている彼らの分析とT R E C の比較については，Sheeh an βJαJ．，pp．220 －21 に明

示されている．

年　 度

工業製品輸 出 うち

S T M s

うち

E T M s うち政策 E T M s

金　 額 期間中の 金　 額 工業製品 期間中の 金　 額 工業製品 期間中の 金　 額 工業製品 期間中の

（百万ドル）年平均増 （百万ドル）輸出に占年平均増 （百万ドル）輸出に占年平均増 （百万ドル）輸出に占年平均増

加率 （％） める割合

（％）

加率（％） める割合

（％）

加率 （％） める割合

（％）

加率 （％）

1980 －81 3 ，6 95．2
） 10．0

） 17．7

） 13．1

） 7，9

1，476．3 40．0
） 12．4

） 13．9

） 9．1

） 9．1

2，218．9 60．0
） 9．5

） 20．3

） 15．2

） 7．4

501．6 13．6
） 13．0

） 26．5

） 16．1

） 11．0

1985 －86 6 ，143 ．1 2，64 9，7 43．1 3，493．4 56．9 924．3 15．0

1990 －9 1 13 ，8 88．6 5，089．7 36．6 8，798．9 63．4 2，993．2 21．6

1995 －96 25 ，6 98 ．9 7，863．8 30．6 17，835．1 69．4 6，329．8 24．6

2000 －01 37 ，64 7．7 12，13 7．7 32．2 25，510．0 67．8 10，643．1 28．3
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が， E T M 輸出の方がより高い伸びを示してきた結果， 20 年後の2000－01 年には32 ：68 に

なっている． 事実， E T M 輸出の伸びは 1980 年代後半から90 年代前半にかけて， ST M 輸

出を大きく上回っている．ただ，最近 5年間についてみると，世界的なハイテク不況を反映

して，ST M 輸出の方が ET M 輸出を上回っているが，絶対額ではET M 輸出はST M 輸出

の2倍以上となっている．

（ 3）政策 E T M 輸出の急増

E T M のなかでも医薬品，コンピューター設備，通信設備，自動車および同部品，その他

の輸送用機器，および衣服の6 グループから成る政策 ET M の輸出は，特別に大幅な伸びを

示している． その伸び率は， 1980 年代から90 年代を通してつねに， ST M 輸出はもちろん

のこと，E T M 全体の輸出の伸びを大きく上回っている．その結果，工業製品輸出全体に占

める政策 E T M 輸出の割合は，1980－8 1年の 13．6％から2000－01年 には28．3％へと急上

昇しているのである．オーストラリアの製造業は，保護削減の試練をバネに輸出志向性の高

まりと国際競争力の強化を図り，応分の成功を収めっつあるが，それはとくに政策 E T M 輸

出に象徴されるハイテク製品輸出において顕著であるということができる．これは，かつて

政府の手厚い保護下に長年にわたり脆弱な体質を脱しえなかったオーストラリアの製造業か

らはとうてい予想し難い画期的な大変化であり，この面で保護削減の荒療治は成功を収めて

いると高評価することができる．

政策 E T M 輸出急増の内容をより詳しくみてみよう．政策 E T M の 6 グループを構成する

個別の商品をみると，つぎのようである．「医薬品」，事務機，コンピューターおよびそれら

の部品・付属品で構成される「コンピューター設備」， テレビ， ラジオ，蓄音機・口述録音

機，通信設備および同部品から成る「通信設備」，乗用車，貨物輸送用自動車，その他の道

路用自動車類（road m otor vehicles）等，同部品・付属品等， オートバイ・スクーター， ト

レーラー他などから成る「自動車および同部品・付属品」，鉄道車両および関連設備，航空

機および関連設備・部品，船舶・ボー ト・ ヨット等から成る「その他の輸送用機器」，およ

び，男女および幼児用外衣， 肌着，外衣および下衣用編物， その他の織物の被服アクセサ

リー，アパレル商品（織物を除く）および帽子等から成る「衣服」の 6 グループから成る高

度加工，高度技術製品中とくに政策的に育成・強化の対象となっている商品群である．

政策 E T M s の輸出は，1980 －81年から2000 －01年の 20 年間に 5 億 164 万 ドルから10

億643 万 ドルへとじつに2 倍に増加しているが，グループ別にみて金額の最も大きいのは，

自動車および同部品が断然大きく， 2000－01年では38 億 3，952 万 ドルである．次いで医薬

品の 15億 6，339 万 ドル，通信設備の 14 億 5，613万 ドル，その他輸送用機器の 11億 9，981万

ドル，衣服の 3 億 5，058 万 ドル等となっている．保護削減が実施され始めた 1980年代後半

以降，年々の輸出の伸び率はとくに大きくなり（第4－3表参照）， 1985－86 年から2000－0 1

年の最近 15 年間をみると，医薬品と衣服が 15．1倍に，自動車および同部品が 14．7 倍に，コ
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第4 －3 表 政策 ET M s の輸出

（ 注） 期間中年平均増加率の△はマイナス．

（ 出所） A B S data on D F A T より作成．

ンピューター設備が 7．1 倍に大幅に増加している． これは，オーストラリアの製造業の先端

技術水準の高いこと，とくに医薬品の技術水準の高さと自動車の国際競争力の大きさを示す

ものとして注目される．

3 エ薫製晶輸出の品目別・国別の分析

工業製品輸出を個別品目別にみると，つぎのことが明らかである（第4－4表参照）．2000－

0 1年の輸出金額の上位 10位 までをみると， 1位のアルミニウムおよび同合金， 5位のニッ

ケル， 8 位の鉛および同合金が ST M である．残りは， 2位の乗用車をはじめすべて E T M

であり， 3 位の医薬品， 4 位の鋼， 6位の通信設備・同部品， 7 位の事務機器およびコン

ピューター用部品・付属品， 9 位のトラック用部品・付属品，10 位の測定機・検査用機器

と続いている．金額的には1 位のアルミニウムがとくに大きい．

第4 －4 表 工業製品輸出の上位 10 品目（2000－01年）

（ 注） 1） 製造業の輸出品目の SIT C による分類では，S T M は38 品目，E T M は 110 品目，合計 148 品目がある．

2 ） ちなみに，1990 －91年の上位 10 品目は，（1）アル ミニウム（S T M ），（2）銅 （ST M ），（3）乗用車 （ET M ），

（ 4）事務機器およびコンピューターの部品・付属品 （ET M ），（5）航空機および同関連設備・部品 （E T M ），

（ 6）鉄鋼製品（E T M ），（7）内部燃焼 ピス トンエンジン・同部品（E T M ），（8）鉄鋼鋳塊他（ST M ），（9）亜鉛

および同合金（ST M ），（畑 真珠および宝石（S T M ）である．

（ 出所） A B S data on D FA T ，ST A R S d ata base より作成．

商 品 群

年 度

医 薬 品 コン ピュー ター設 備 通 信 設 備 自動 車お よび同部品 その他の輸 送用機器 衣　　 服 計

金 額 期 間 中 金 額 期 間 中 金 額 期 間 中 金 額 期 間 中 金 額 期 間 中 金 額 期 間 中 金 額 期 間 中

（千 ドル） の 年 平

均 増 加

率 （％）

（千 ドル） の年 平

均 増 加

率 （％）

（千 ドル） の年 平

均 増 加

率 （％）

（千 ドル） の年 平

均 増 加

率 （％）

（千 ドル） の 年 平

均 増 加

率 （％）

（千 ドル） の 年 平

均 増 加

率 （％）

（千 ドル） の年 平

均 増 加

率 （％）

198 0－8 1 8 1，72 8
） 12．5

） 16．8

） 2 2．8

） 2 0．1

5 0 ，70 5
） 32．7

） 26．8

） 21．5

）△ 4．0

3 8 ，8 1 5
） 11 ．4

） 36．9

） 17 ．6

） 15．2

1 8 3 ，7 7 6
） 7．3

） 26．5

） 7．2

） 26．2

1 2 9，02 7
） 9 ．8

） 26 ．1

） 14 ．5

）△ 1．5

1 7，59 8
） 5 ．8

） 40 ．9

） 19 ．8

） 1．9

5 0 1，6 4 9
） 13．0

） 26．5

） 16．2

） 11 ．0

1 9 8 5－86 1 4 7，47 8 2 1 9 ，63 9 6 6 ，43 5 2 6 1，5 5 7 2 0 5，95 1 2 3，27 7 9 2 4，33 7

1 9 9 0 －9 1 3 2 0，62 0 7 1 9 ，52 9 3 19 ，80 1 8 4 7，16 0 6 5 6，8 3 5 1 2 9，20 7 2 ，99 3，15 2

1 9 9 5－96 8 9 4，3 19 1．90 2 ，97 9 7 19 ，36 7 1，19 9 ，0 5 4 1，2 9 5，0 2 3 3 1 9．01 3 6 ，3 2 9，75 5

2 0 0〔ト0 1 2．23 3，66 7 1，56 3 ，39 3 1，45 6 ，13 1 3 ，83 9 ，5 2 6 1，19 9，8 1 2 3 5 0，58 8 10 ，64 3，11 7

順

位
品　　 目　　　 （SIT C ） 分 類

輸 出額 （千 ドル） 1 9 9 0－9 1 ～ 2 0 0 0 －0 1 年

（過 去 10 年 間 ） の 年 平

均 増 加 率 （％）

2 0 0 0 － 0 1 年 1 9 9 0 － 9 1 年

（順位）

1 ア ル ミニ ウムおよび アル ミニ ウム合 金 （6 8 5 ） S T M 4 ，73 6 ，1 1 1 2 ，1 2 7 ，6 6 3 （1） 8．3

2 乗 用 車 （7 8 1） E T M 2 ，73 6 ，3 9 7 5 1 0 ，9 9 4 （3） 1 8 ．3

3 医 薬 品 （5 4 1） E T M 2 ，23 3 ，6 6 7 3 2 0 ，6 2 0 （11） 2 1 ．4

4 銅 （6 8 2 ） E T M 1 ，6 4 1 ，7 73 6 5 1 ，0 5 6 （2） 9．7

5 ニ ッ ケ ル （6 8 3 ） S T M 1 ，4 6 7 ，29 9 2 7 5 ，36 5 （14） 1 8 ．2

6 通 信 設 備 お よ び同 部 品 （7 6 4 ） E T M 1，4 1 7 ，25 4 2 9 5 ，79 6 （1Z） 1 7 ．0

7 事務機器およびコンピューター用部品および付属品（7 5 9 ） E T M 1，19 8 ，17 3 4 79 ，7 1 2 （4 ） 9．6

8 鉛 お よ び 鉛 合 金 （6 8 5 ） S T M 9 0 8 ，8 7 2 3 6 7 ，2 5 2 （13） 9．5

9 ト ラ ッ ク 用 部 品 お よ び付 属 品 （7 8 3 ） E T M 8 8 1，8 9 6 2 74 ，0 3 5 （15I 1 2 ．4

1 0 測 定 用 ・検 査 用 等 器 械 等 お よ び部 品 （8 7 4 ） E T M 7 6 1，9 7 0 18 4 ，4 4 9 飢 ） 15 ．3
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ただ，10年前の 1990－9 1年をみると，若干品目の変化がみられる．すなわち，10 年前に

はアルミは断然他を引き離しての 1位であり， 2 位の銅の 3．3 倍であった． 3位の乗用車，

4 位の事務機器およびコンピューター以外はすべて 10 位以下であった．ちなみに， 10年前

には5 位が航空機および同関連設備・部品（ET M ）， 6位が鉄鋼製品（ET M ）， 7位が内部燃

焼ピストンエンジン・同部品（ET M ）， 8 位が鉄鋼鋳塊他（ST M ）， 9 位が亜鉛および同合金

（ ST M ）， 10位が真珠および宝石（ST M ） となっている．品目数でも，上位 10 品目の金額で

も，S T M が E T M を上回っている（ただし，上位10品目に限らない全品目の合計では，E T M が

8 億 8 千万 ドルに対 し，ST M は 5 億 1 千万 ドルであるが）．

この 10 年間の伸び率では，医薬品が 21．4％ で最も大きく，乗用車（1臥3％），ニッケル

（ 18．2％），通信用設備および同部品（17．0％）などが高い．総じて，E T M s の伸びの大きさが

顕著である．オーストラリアは医療技術の水準が世界的にも高く，それを反映して医薬品の

国際競争力が強いことがわかる．また，乗用車や精密機器などのハイテク製品も，高技術を

背景に輸出を伸ばしていることが明らかである．

以上から，オーストラリアの工業製品輸出の顕著な伸びは，輸出志向性の高まりと国際競

争力の強化を武器に，先進国間の工業製品貿易とくにハイテク製品貿易の大幅な伸びに象徴

される世界貿易の傾向にうまく同調 していることが明らかである．これは，オーストラリア

の将来の輸出伸長の展望の明るい材料として期待されうる．

つぎに，工業製品の主要市場を工業製品全体および ST M とE T M の区別に従ってみると，

第4－5，6，7 表のごとくである．まず，工業製品輸出全体では， 1999－2000 年においては，

1 位のニュージーランドと2 位のアメリカがとくに大きな市場であり， 3 位の日本がこれに

次いでいる． ただ，最近 10 年間の伸びでみると， 日本市場は日本経済の長期不況を反映し

第4－5 表 全工業製品の主要輸出先（1999 －2000 年）

（ 注） 1） 中国の特別行政区域．

（ 出所）Departm ent ofForeign Affairs and Trade，軸Or飴q／肋α叩β乃d肋花ゆで拙作d伽血c払d〟∫細J古α
J タタクーゼ0∂β，C o m m o n w ea lth o f A u stra lia．20 0 1，p p．70 －7 1．

19 9 9 －2 0 0 0 年

の 順 位
国　　 名

19 9 9 －2 0 0 0 年 19 8 9 －9 0 年
1 9 8 9－9 0 ～ 1 9 9 9 －2 0 0 0 年

（過 去 1 0年 間 ）

金 額 総 輸 出 に 占 ■金 額 線 輪 出 に 占 年 平 均 増 加 率 シ ェ ア

（百万 ドル） め る割 合 （％） （百万 ドル） め る割 合 （％） （％） 変 動 率

1 ニ ュー ジー ラン ド 4 ，8 8 8 15 ．1 1 ，9 6 0 15 ．6 1 0 ．8 0 ．7

2 ア メ リカ 4 ，0 9 1 1 2 ．6 1 ，4 0 7 1 1 ．2 1 0 ．7 0 ．6

3 日　　 本 2 ，6 1 1 8 ．1 2 ，0 5 7 16 ．4 2 ．6 － 6．7

4 韓　　 国 1，7 72 5 ．5 6 3 3 5 ．1 9 ．0 － 0．9

5 香　 港 1） 1，7 00 5 ．2 4 7 7 3 ．8 1 4 ．1 3 ，7

6 台　　 湾 1，4 7 3 4 ．5 5 19 4 ．1 8 ．7 － 1．2

7 イ ギ リ ス 1，2 14 3 ．7 7 70 6 ．1 4 ．3 ∬ 5．2 ■

8 シ ン ガ ポ ー ル 1，0 5 4 3 ．3 5 5 2 4 ．4 8 ．3 － 1．5

9 イ ン ドネ シ ア 9 8 2 3 ．0 3 7 1 3 ．0 8 ．2 － 1．6

1 0 マ レ ー シ ア 8 6 8 2 ．7 2 9 3 2 ．3 1 2 ．0 1 ．8

工 業 製 品 計 3 2，4 0 9 10 0 ．0 12 ，5 3 9 10 0 ．0 1 0 ．0
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第4－6 表 ST M s の主要輸出先（1999 －2000 年）

（ 注） 1） 中国の特別行政区域．

（ 出所） 伽 d．，pp．62－63．

第4 －7 表 E T M s の主要輸出先（1999 －2000 年）

（ 注） 1） 中国の特別行政区域．

（ 出所） J占吼 pp．66－67．

てとくに小さな伸び率にとどまっている．反面，香港， マレーシア， そして表にはないが

1 999－2000 年に 12位のサウジアラビア（32．2％），19 位の南アフリカ（21．1％），11位の中国

（ 17．3％）， 18位のイタリア（17．3％）などが大きく伸びてきている．上位 10 カ国でアメリカ

およびイギリス以外は近隣諸国であり，とくに東南アジアの発展途上国への依存が大きいこ

とがわか る．

S T M 輸出については，日本，台湾，韓国，アメリカなどの工業の発達した，あるいは発

達しつつある国々が上位の市場を構成し，ET M 輸出では， ニュージーランドとアメリカが

とくに大きな 2大市場となっていることがわかる．最近 10年間の年平均伸び率をみると，

S T M 輸出では香港（14．5％）， マレーシア（14．1％）のほか，表にはないが 1999－2000 年に

1 9位の南アフリカ（27．1％）， 12位のイタリア（18．9％），16 位のオランダ（15．3％），11位の

1 9 9 9 －2 0 0 0 年

の 順 位
国　　 名

19 9 9 － 2 0 0 0 年 1 9 8 9 － 9 0 年 19 8 9 －9 0 ～ 19 9 9 －2 0 0 0 年

金 額 S T M s 計 に 占 金 額 S T M s 計 に 占 年 平 均 増 加 率 シ ェア

（百万 ドル） め る割 合 （％） （百万ドル） め る割 合 （％） （％） 変 動 率

1 日　　 本 1，79 9 1 7 ．1 1 ，70 9 3 2 ．3 1 ．4 － 5．1

2 台　　 湾 1，0 7 2 10 ．2 3 5 2 6 ．6 8 ．5 1．6

3 韓　　 国 9 6 6 9 ．2 4 8 0 9 ．1 5 ．5 】 1．2

4 ア メ リ カ 8 9 0 8 ．5 2 5 8 4 ．9 12 ．6 5 ．5

5 香　　 港 1） 5 6 4 5 ．4 13 7 2 ．6 14 ．5 7 ．2

6 ニ ュ ー ジ ーラ ン ド 4 9 2 4 ．7 18 5 3 ．5 1 0 ．9 3 ．8

7 マ レ ー シ ア 4 0 6 3 ．9 10 8 2 ．0 1 4 ．1 6 ．9

8 タ　　 イ 3 9 3 3 ．7 2 4 7 4 ．7 4 ．3 － 2．3

9 イ ン ドネ シ ア 3 6 4 3 ．5 14 5 2 ．7 8 ．2 1．4

10 イ ギ リ ス 3 2 4　　　　 3．1 3 2 8 6 ．2 － 1．8 － 8 ．0

S T M s 計 10 ，5 2 1 10 0 ．0 5 ，2 9 6 1 00 ．0 6 ．8

19 99 － 20 0 0 年

の 順 位
国　　 名

19 9 9 －2 0 0 0 年 19 8 9 －9 0 年 1 98 9 －90 ～ 1 9 99 －2 0 00 年

金 額 E T M s 計 に 占 金 額　 E T M s計 に 占 年 平 均 増 加 率 シ ェ ア

（百万 ドル） める割合 （％） （百万 ドル） め る割 合 （％） （％） 変 動 率

1 ニ ュ ー ジー ラ ン ド 4，3 9 6 2 0 ．1 1，7 7 5 24 ．5 10 ．8 － 0 ．8

2 ア メ リ カ 3，2 0 0 14 ．6 1，14 9 15 ．9 10 ．2 － 1．4

3 香　　 港 l） 1，13 6 5 ．2 3 4 0 4 ．7 13 ．9 1．9

4 シ ン ガ ポ ー ル 9 4 0 4 ．3 4 2 4 5 ．9 10 ，0 － 1．5

5 イ ギ リ ス 8 9 0 4 ．1 4 4 2 6 ．1 7 ．1 － 4 ．1

6 日　　 本 8 1 2 3 ．7 3 4 8 4 ．8 6 ．3 － 4 ．9

7 韓　　 国 8 0 6 3 ．7 15 3 2 ．1 15 ．1 3 ．0

8 サ ウ ジ ア ラ ビア 7 7 7 3 ．6 2 1 0 ．3 3 7 ，1 22 ．7

9 イ ン ド ネ シ ア 6 18 2 ．8 2 2 6 3 ．1 8 ．1 － 3 ．2

1 0 中　　 国 5 4 1 2 ．5 6 0 0 ．8 2 1 ．4 8 ．7

E T M s 計 2 1 ，8 8 8 1 0 0 ．0 7 ，2 4 2 10 0 ．0 1 1 ．7
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中国（13．2％）など，どちらかというと工業の発達途上の国々が高く，E T M 輸出ではサウジ

アラビア （37．1％）， スペイン（32．8％）， 中国 （21．4％）， 南アフリカ （20．2％）， フィリピン

（ 17．6％）など工業の発達度のより低い国々が多い．いずれもアメリカを除くと，近隣諸国が

大市場を構成していることが明らかである．

Ⅴ若干の問題点と今後の課題

1 若干の問題点

高付加価値産業の生産および輸出，とくに高度加工製品分野における生産と輸出の発展は，

オーストラリア経済の構造変革のリトマス試験であるとして注目されているl）．実際には，

すでにみたように，E T M 輸出の急増によるオーストラリアの E T M 貿易改善の重要な徴候

が1985 年以降， とくに 1988 年以降にみられると， シーハンらは高評価している2）． そして，

E T M 部門の輸出／輸入比率は，1985年の 15％から1993 年の 30％ へと倍増したが，続く

8 年間 E T M s の輸出が世界市場で浸透を増し続ければ，200 1年には約 50％ となりうるで

あろうと期待 している3）．その後の経過はどうであったかを検証しよう．

第5－1表は工業製品全体について，第 5－2表はそのなかでも保護削減後輸出の伸びが大

きい E T M について，輸出と輸入との関連の変化をみたものである．輸出と輸入の差である

第5 －1表 製造業の貿易赤字と輸出／輸入比率の推移

（ 出所） A B S d ata on D F A T

S t e p h e n B e l l，q p ．d £，p ．2 4 1 ．

S heehan efαJリゆ d f．，p．嘘．

J わ宮d ．，p ．X ．

年　 度

製 造 業 の 貿 易赤 字 輸 出 ／輸 入 比 率

年　 度

製 造 業 の 貿 易 赤 字 輸 出 ／輸 入 比 率

（百万 ドル） （％） （百万 ドル） （％）

各　 年
5 年 間

の 平 均
各　 年

5 年 間

の 平均
各　 年

5 年 間

の 平 均
各　 年

5 年 間

の 平 均

19 8 0 －8 1 10 ，4 0 5 ．2

13 ，3 4 9 ．9

2 6 ．2

2 5 ．3

19 9 0 － 9 1 2 7 ，2 1 5 ．2

3 2 ，9 2 9 ．4

3 3 ．8

3 5 ．1

19 8 1 －8 2 13 ，3 7 2 ．8 22 ．2 19 9 1 － 9 2 2 8 ，00 4 ．7 3 5 ，1

19 8 2 －8 3 1 1 ，7 0 3 ．3 27 ．1 19 9 2 － 93 3 2 ，33 7 ．2 3 5 ．5

19 8 3 －8 4 13 ，6 0 1 ．7 26 ．8 19 9 3 － 9 4 3 4 ，9 9 7 ．0 3 6 ．5

19 8 4 －8 5 1 7 ，6 6 6 ．5 24 ．0 19 9 4 － 9 5 4 2 ，0 9 2 ．8 3 4 ．8

19 8 5 －8 6 2 2 ，2 8 7 ．8

2 5 ，．7 0 5 ．2

2 1 ．6

2 6 ．6

1 99 5 － 9 6 4 1 ，5 3 6 ．6

4 9 ，7 8 9 ．2

3 8 ．2

3 6 ．4

19 8 6 －8 7 2 2 ，3 0 1．1 2 6 ．3 19 9 6 －9 7 4 1 ，4 6 2 ．9 3 8 ．8

19 8 7 －8 8 2 3 ，7 2 8 ．4 2 8 ．9 19 9 7 －9 8 4 9 ，3 9 1 ．5 3 6 ．7

19 8 8 －8 9 2 8 ，9 8 4 ．6 2 7 ．5 19 9 8 －9 9 56 ，0 8 2 ．8 3 3 ．3

19 8 9 －9 0 3 1，2 2 4 ．1 2 8 ．7 19 9 9 － 20 0 0 60 ，4 7 2 ．4 3 4 ．9

2 0 0 0 － 0 1 60 ，64 6 ．9 3 8 ．3
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第5 －2 表 ET M の貿易赤字と輸出／輸入比率

貿易赤字および輸出／輸入比率の推移を，1980 －8 1年から2000 －01年の 20 年間にわたっ

て算出してみた．

工業製品全体の貿易においては，輸出の順調な増加にもかかわらず，それを上回る輸入

の大幅な増加が続いており，その結果，貿易赤字は年々きわめて大幅な増加を続けている．

1 982－83年 （輸入減による），90 －91年，95－96年，96－97 年（この3年は輸入増以上の輸出増

による）の 4年間は例外的に赤字が減少したが， その翌年以降はそれを取り戻そうとするか

のごとく， 赤字が急増している． かくて， 赤字額は 1980 －81年の 104 億 5，200 万 ドルから

1 985－86 年 に は222 億 8，780 万 ドルに，1990－9 1年 に は272 億 1，520 万 ドルに，そ して

2 000－01 年にはじつに 606億 4，690 万 ドルへと急増の一途を辿っている．とくに，1990 年

代後半以降の近年は，輸出の伸びが漸減 しているのに反 して輸入の伸びがそれを大きく上

回った結果，赤字幅が急拡大している．その理由として，オーストラリアの製造業はもとも

と輸入代替から出発 し，長らくそこにとどまってきたため，最終製品のノックダウンが多く，

資本財や中間財，部品については外国依存を脱していない部分が多く，したがって，工業化

が進んでも輸入はむしろ増大する傾向にあることが考えられる．また，オーストラリアは戦

略的な輸出企業集団を欠いていること，企業部門の R ＆D の水準が相対的に低く，他の工

業経済諸国に比べてなお相対的に「ローテク」 にとどまっていること1），それはオーストラ

リアの「支店工場」的な産業的地位とオーストラリアの製造業の多くが外国所有であること

の影響を反映するものであること2）が指摘されている． ただ，工業製品の輸出／輸入比率を

みると，1980 年代は20％台であったが，1990 年代は30％台へと着実な上昇を示しており，

1 ） B ell，qp．d f．，p p．245 －46．

2 ） Stephen Bell，A加SわⅥg才α乃肋乃呪わCf加ゎ乃gαれd f九β5ぬね：Tゐ¢凡gf如5（げ血血ざわツ知的γ才乃

肋βfb 5トW b γE 和，C am b rid g e，C am brid g e U n iv ersity P ress，1993，p p ．34 －3 7．

年　 度

E T M の 貿 易 赤 字 輸 出 ／輸 入 比 率

年　 度

E T M の 貿 易 赤 字 輸 出 ／輸 入 比 率

（百万 ドル） （％） （百万ドル） （％）

各　 年
5 年 間

の 平 均
各　 年

5 年 間 の

平 均 （％）
各　 年

5 年 間

の 平 均
各　 年

5 年 間 の

平 均 （％）

19 8 0 －8 1 9 ，7 3 5 ．0

1・2 ，6 3 7 ．5

1 8 ．6

1 7 ．5

1 9 9 0 － 9 1 2 6 ，7 5 9 ．5

3 2 ，2 5 1 ．4

2 4 ．7

2 6 ．9

19 8 1 －8 2 12 ，4 2 6 ．3 1 5 ．9 1 9 9 1 － 9 2 2 7 ，3 6 6 ．4 2 6 ．5

19 8 2 －8 3 1 1，2 4 7 ．7 1 8 ．9 1 9 9 2 － 9 3 3 1 ，5 4 0 ．6 2 7 ．7

19 8 3 －8 4 12 ，9 2 0 ．5 1 8 ．6 1 9 9 3 － 9 4 3 4 ，3 2 6 ．3 2 8 ．7

19 8 4 －8 5 16 ，8 5 8 ．1 1 5 ．6 1 9 9 4 － 9 5 4 1 ，2 6 4 ．0 2 6 ．9

19 8 5 －8 6 2 1，2 3 2 ．6

24 ，6 6 6 ．3

1 4 ．1

1 7 ．9

1 9 9 5 － 9 6 4 0 ，9 2 7 ．8

4 9 ，0 3 3 ．0

3 0 ．4

2 8 ．7

19 8 6 －8 7 2 1，0 8 4 ．9 1 8 ．7 1 9 9 6 －9 7 4 0 ，4 7 9 ．6 3 1 ．7

19 8 7 －8 8 2 2 ，6 4 7 ．0 1 9 ．6 1 9 9 7 － 9 8 4 8 ，8 3 3 ．4 2 8 ．6

19 8 8 －8 9 2 8 ，1 16 ．0 1 7 ．4 1 9 9 8 －9 9 5 4 ，7 6 7 ．4 2 6 ．1

19 8 9 －9 0 3 0 ，2 5 1 ．1 1 9 ．9 1 9 9 9 －2 0 0 0 6 0 ，1 5 6 ．9 2 6 ．8

2 0 0 0 －0 1 6 1 ，5 4 4 ．3 2 9 ．3
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この面からは改善（輸出の伸びが輸入の伸びを上回っている）がみられる．

E T M 貿易の貿易バランスについてみると，工業製品全体の場合よりもむしろ劣勢である

ことが明らかである．第 5－2表にみられるように， ET M 貿易の赤字は， 1980 年代前半の

5 年間は平均 126 億 ドルであったが，後半の 5年間は平均 247 億 ドルとはぼ 2 倍となり，

1 990 年代前半の 5 年間は平均 323 億 ドル，後半は490 億 ドルと増大が著 しい．そして，

1 990 年代前半以外は，つねに工業製品貿易全体の赤字を上回っているのである．また，

E T M s の輸出／輸入比率は，1980 年代から90 年代の 20 年間の 5 年ごとの平均でみると，

1 7．5％， 17．9％， 26．9％，28．7％ であり， 1980 年代に比べて 90年代の比率は10 ポイント程

度上昇 している． この限りでは ET M 貿易における輸出の伸びは輸入の伸びを上回わってお

り， 改善著しいといえる． しかしながら， 1990年代後半の輸出入比率はさほど上昇してお

らず， そのために， シーハンらが 1993 年に，過去 8年間の上昇が今後 8 年間継続した場合

に2001年に達成可能かと予測した 50％ のラインにはとうてい及びえず，50％ 達成による

経済成長率の1．5 ～ 2．0％程度の押し上坑 年 5 ％の成長達成の可能性という彼らの予測は

希望的観測に過ぎなかったことが明らかである．ちなみに，200 1年の輸出入比率は29．3％

である．このことから，オーストラリアの E T M 貿易における弱点が明らかである．すなわ

ち，E T M s の輸出は増加 しているとはいえ，E T M s の輸入もはぼ同じテンポで増加し続け

ていること，したがってその実態は，輸入代替型から輸出志向型への転換を果たしえたとは

いまだ評価しえない発展途上の域にとどまっているといわざるをえない．

2 今後の課題

保護削減と自由化によって世界の競争に直面しつつも体質の強化，国際競争力の増大を果

たしつつあるオーストラリアの製造業にとって，1980年代後半からあらわれ始めた輸出パ

フォーマンスの改善を一時的な幸運によるものではなく，構造改革による持続的成果とする

ためには，いかなる対策が必要であるか．最後にこれに論及し，結論に代えたい，

第1 に，製造業全体の貿易，とくにE T M 貿易にみられるように，輸出の増加もさること

ながら輸入もまたそれ以上に増加し，貿易赤字が継続的に増えてきている状態を改善するこ

とが急務である．完成品の輸出増大のために資本財や中間財，そして各種部品の輸入の増加

が不可欠となっていることが明らかであるから，この状態の改善のために，これらの生産的

投資の増大が必要である．それを効率的，効果的に行 うためには，生産的投資のインセン

ティプが市場の移り気に委ねられるのでなく，積極的，意識的に計画，管理されることが重

要である1）．

1 ） ベルにも，同様の指摘がみられる．〆 B ell，乙加go〃e和宮乃g，p．247

「
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第2 に，E T M s の輸出は今後ますます重要になると思われるから，そのハイテク度の

いっそうの向上が不可欠であり，そのためには，オーストラリアが先進諸国比で相対的に

劣っている企業の生産に対するR ＆D 費支出の比率1）の向上を図る必要がある．この必要性

を政府も痛感するに至ったのか，近年，政府が積極的にR ＆ D 振興政策を打ち出している

ことば望ましい．ハワード保守連合政権は，2001年 1月に，「オーストラリアの能力向上」

計画を公表し， 2001 年からの 5 カ年で，先端技術分野の国際競争力を高めるために総額 29

億ドルを投じるとしたが，野党の労働党も同年 7 月初めに，G D P の0．64％ を占めるにすぎ

ないR ＆D 費を 10 年間に2 倍にするという「ノレッジ・ ネーション（頭脳国家）」計画を発

表し，これによって与野党の R ＆D 振興政策が出揃った2）．これらの研究開発促進策を通し

て，研究，技術水準のいっそうの向上を図ることが製造業とくに ET M s の輸出パフォーマ

ンスの改善に重要であると筆者は考える．ただし，そのためには，輸出および成長の促進に

効果的となるよう投資対象の慎重かつ適確な選定が不可欠である3）．

第3 に，高い技術水準を生かした特化と集中によって，「戦略的な輸出企業」を大量に育

成する必要がある．アジアに地理的に近い利点を生かして，民族資本，外資を問わず，R ＆

D の推進を国策の柱として支援強化を行い，製造業とくにハイテク部門の技術水準と輸出志

向性のいっそうの向上を図り，輸出の強化，輸入面での弱点を克服することが必要である．

第4 に，オーストラリアの工業製品輸出はアジアを初め近隣諸国が大宗を成している．そ

の輸出のいっそうの促進のためには，これら低開発諸国の経済発展を支援し，それを通して

工業製品輸出の増大を図る可能性を拡大することが重要である．それと同時に，所得水準が

高く，工業製品需要の大幅な伸びが見込まれるアメリカ，ヨーロッパなども重要な市場とし

て，さまざまな輸出対策を構ずる必要がある．

第5 に，依然としてストの長期化により，メーカーが生産停止に追い込まれている現状を

脱するために，労使関係のさらなる改善努力が必要である．2001年 8 月 に，アメリカの

G M ，フォード・モーター，日本の三菱自動車工業の各工場が地元部品メーカー（オースト

ラリア唯一のハンドル部品メーカー，トライスター社（シドニー））のストライキ長期化の影響で，

順次生産停止に追い込まれた4）．ただ， 1990 年代初めまでは労働争議が年間 1，000 件を超え

1 ） ベルの書物の図からは，O EC D 13 カ国平均 1．9％ に対 し， オーストラリアは 0．5％ にすぎない．

（ 才 B ell，亡加goぴβ和宮乃g，p．245．

2 ）『日本経済新聞』2001年 7 月 23 日付．

3 ） 1971年のイギ リスの R ＆ D 費の G D P に対する比率は2．3％ で， ドイツの2．1％，日本の 1．5％

を上回っていたが，イギ リスの経済成長 は当時先進国中最低であったことか ら，プロジェク トの

選定の拙劣さや科学的資源の利用の相対的非効率性への懸念が提起された．つぎを参照．K eith

H artley，伽 ∂ね椚5 qr且co，壬0，乃宕c凡才i叩，London，G eorge A llen ＆U nw in，1979，p．112（遠山義

博訳『経済政策の原理 と応用』東洋経済新報社，昭和 57（1982）年，120 －21 ページ）．

4 ）『日本経済新聞』2001年 8 月 9 日付．
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ていたが， 2000 年は698 件に減少した． しかし，労使関係のいっそうの改善は投資の誘致

に不可欠であり，ストの強行による「オーストラリアのイメージの再悪化」が懸念される．

これらを中心に，多面的な努力の展開によって，オーストラリア製造業部門が抱える輸入

面での脆弱性を克服することが，持続的なパフォーマンスの改善にとって不可欠の課題であ

ると考える．

〔 付 記〕

本稿は，前稿「オーストラリアの製造業保護政策の転換と課題」（本誌第 23 号，1997 年 12 月）

執筆後，新たに入手 しえた資料に基づいて，それをより詳 しく論 じたものであることを断っておく

なお，新 しい資料の入手については，オース トラリア研究所の井 ノロ悦子氏およびオーストラリ

ア外務貿易省のM s Susan B eg ley に大変お世話 になった．深甚の謝意を表する次第である．


